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平成 28年 7月 28日 

各 位 

会社名 株式会社ＳＲＡホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 鹿島 亨 

（コード番号 3817、東証一部） 

問合せ先 管理本部長 生川 尚幸 

（TEL.03-5979-2666） 

 

 
株式会社ＳＲＡと Hackett Enterprises Limitedとの 

業務・資本提携に関するお知らせ 

 

 株式会社ＳＲＡホールディングス（以下「ＳＲＡＨＤ」）の主たる事業会社である株式会社ＳＲＡ 

（本社：東京、代表取締役社長石曾根 信、以下「ＳＲＡ」）は、Hackett Enterprises Limited（本社：

香港、CEO Ting Pang Wan Raymond、以下「Hackett」）と業務・資本提携契約を締結することを平成 28

年 7月 28日開催の取締役会において決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 
Ⅰ．業務・資本提携について 

 １．業務提携の目的と概要 

Hackettは、世界の主要な国際金融決済センターのひとつである香港に本社を置く、持ち株会社で

す。傘下のグループ企業は、香港において、融資、証券、保険、投資顧問等、多彩な事業を展開し

ています。また、中国の重慶市においてもグループ企業が中小企業経営者向け小口貸付、個人向け

小口貸付を中心に、不動産や自動車等の担保付貸付などの事業を積極的に推進し、保険業にも注力

しています。 

Hackett は、香港のほとんどの金融機関および中国大手国有金融機関（CITIC、中国銀行、中国工

商銀行、中国建設銀行、招商銀行等）と良好な関係にあり、資本・業務等のパートナーシップ関係

も築いています。また、Hackett は、重慶市との関係も良好であり、市場が成熟しつつある中国沿岸

部から、高度な成長が期待できる中国内陸市場へと、市場開拓を展開するための窓口としての役割

が大いに期待されます。 

本業務提携により、ＳＲＡは、ＳＲＡグループの「強み」である金融分野の業務知識・ノウハウ

を活かして、Hackettの事業推進を支援します。 

他方、Hackett は、傘下のグループ企業において、ＳＲＡグループの金融分野の業務知識・ノウハ

ウを活かした製品・サービスを積極的に導入するとともに、Hackett 独自の金融機関や重慶市との良
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好な関係に基づくビジネスリソースを積極的にＳＲＡに提供・紹介し、ＳＲＡが金融分野の業務知

識・ノウハウを活かした製品・サービスを香港、中国（特に中国内陸市場）、台湾において拡販する

際の支援を行ないます。 

ＳＲＡと Hackettは、お互いの業務知識・経験・ノウハウ等を活かす形で、FinTech の研究・実験・

活用を行なうことを視野に入れています。Hackettは、ビジネスのシステム化を計画しており、具体

的には、融資、証券、保険などのビジネスにおいて、モバイルインターフェースを含むシステムを

実現し、更に Alipay（支付宝）等の既に実用化されている FinTech サービスを進化させ、あるいは

独自の FinTech サービスを開発して、申込、審査、見積、決済、書類の発送等を一括で行える利便

性の高いシステムの実現を目指しています。また、このようなシステムのバックヤードにおいて、

顧客データベースを構築し、データマイニング技術を駆使して差別化を図り、効果的なマーケティ

ングに活用できるシステムの実現を目指しています。このようなシステムの実現において、ＳＲＡ

グループの金融分野の業務知識・ノウハウの活用が大いに期待されています。 

 

 ２．資本提携の目的と内容 

本資本提携には、①「本業務提携の実効性を高め、より緊密な協力関係と信頼関係を築く」とい

う側面がある一方、 ②「Hackett の成長を支援し、上場後、状況に応じてキャピタルゲインを得る」

という純投資（株式取得）としての側面もあり、ＳＲＡは、Hackettの大株主である Insight Financial 

Group Limited から、Hackett の発行済み株式総数の 25％に相当する株式を 35億円で取得する投資

を行ないます。今回は、Hackett が一気に事業を拡大するタイミングであり、本業務提携と本資本

提携を同時に行うことが前提とされていることから、直ちに資本提携を実施することを予定してお

ります。 

 

３．業務・資本提携日程 

平成 28 年 7 月 28 日       SRA 取締役会決議 

平成 28 年 7 月 28 日（予定） 「株式譲渡契約」「業務提携契約」等の締結 

 

Ⅱ.両社の概要と業績 

 1．両社の概要 

(１)名 称 株式会社ＳＲＡ 

(２)所 在 地 東京都豊島区南池袋二丁目 32番 8号 

(３)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 石曾根 信 

(４)事 業 内 容 情報サービス業 

(５)資 本 金 2,640 百万円 

(６)設 立 年 月 日 昭和 42年 11月 20 日 

(７)決 算 期 3 月 31日 

(８)純 資 産 14,677百万円 

(９)総 資 産 27,303百万円 
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(10)発 行 済 株 式 数 15,240,000株 

(11)従 業 員 数 918人 

(12)大 株 主 及 び 

持 株  比 率 

（株）SRAホールディングス 100.00％ 

(13)主 要 取 引 銀 行 三菱東京ＵＦＪ銀行 

農林中央金庫 

七十七銀行 

（注）上記記載の内容は、平成 28年 3月 31日現在のものであります。 

    

 

(１)名 称 Hackett Enterprises Limited 

(２)所 在 地 P.O. BOX 1239, OFFSHORE INCORPORATIONS CENTRE, VICTORIA, 

MAHE, REPUBLIC OF SEYCHELLS 

(３)代表者の役職・氏名 ＣＥＯ Ting Pang Wan Raymond 

(４)事 業 内 容 投資会社（貸金業、保険代理業） 

(５)資 本 金 100US$（約 12,060 円） 

(６)設 立 年 月 日 平成 26年９月３日 

(７)決 算 期 12月 31日 

(８)純 資 産 126百万 HK$（約 1,973百万円） 

(９)総 資 産 483百万 HK$（約 7,524百万円） 

(10)発 行 済 株 式 数 100株 

(11)従 業 員 数 205人 

(12)大 株 主 及 び 

持 株  比 率 

Insight Financial Group Limited 95.00％ 

(13)主 要 取 引 銀 行 中国建設銀行 

中国工商銀行 

（注）上記記載の内容は、平成 27年 12月 31日現在の連結数値です。 

 

両社間の関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 
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 2．両社の最近の業績 

名 称 株式会社ＳＲＡ 

決 算 期 平成 26年 3 月期 平成 27年 3 月期 平成 28年 3 月期 

純 資 産 12,256百万円 13,593百万円 14,677百万円 

総 資 産 19,399百万円 24,789百万円 27,303百万円 

1 株 当 た り 純 資 産 804.20円 891.98円 963.08円 

売 上 高 16,016百万円 16,833百万円 18,541百万円 

営 業 利 益 1,110 百万円 1,548 百万円 2,262 百万円 

経 常 利 益 1,868 百万円 2,656 百万円 2,298 百万円 

当 期 純 利 益 1,350 百万円 1,447 百万円 72 百万円 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 88.59 円 94.96 円 4.74円 

 

名 称 Hackett Enterprises Limited 

決 算 期 平成 25年 12月期 平成 26年 12月期 平成 27年 12月期 

純 資 産  90 百万 HK$ 

（約 1,401百万円） 

126百万 HK$ 

（約 1,973百万円） 

総 資 産 422百万 HK$ 

（約 6,561百万円） 

483百万 HK$ 

（約 7,524百万円） 

1 株 当 た り 純 資 産 902,094.91HK$ 

（14,018,554.90円） 

1,268,421.93HK$ 

（19,736,645.23円） 

売 上 高 0百万 HK$ 

（約 6百万円） 

97百万 HK$ 

（約 1,528百万円） 

営 業 利 益 △2百万 HK$ 

（約△33百万円） 

21百万 HK$ 

（約 341 百万円） 

経 常 利 益 △2百万 HK$ 

（約△33百万円） 

21百万 HK$ 

（約 341 百万円） 

当 期 純 利 益 △2百万 HK$ 

（約△28百万円） 

10百万 HK$ 

（約 157 百万円） 

1 株 当 た り 当 期 純 利 益  △20,782.69HK$ 

（約△283,683.71円） 

100,731HK$ 

（約 1,572,416.53円） 

（注）上記記載の内容は、連結数値です。 

 

Ⅲ．今後の見通し 

本件が当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

今後、公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

以上 


